
　社会資本総合整備計画 社会資本整備総合交付金             令和08年01月28日

計画の名称 横浜駅周辺地区都市再生整備計画事業

計画の期間   令和０８年度 ～   令和１０年度 (3年間) 重点配分対象の該当

交付対象 横浜市

計画の目標 大目標：横浜駅周辺の整備を契機とした賑わいや交流に溢れた魅力あるまちの実現

目標１：来街者を惹きつけ、地域を含めた人で賑わう魅力的空間の創出

目標２：地域の特色を反映した憩いの場の形成

目標３：空間ごとの回遊性の向上から生まれる魅力的な歩行者ネットワークの形成

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）                 146  Ａ                 146  Ｂ                   0  Ｃ                   0  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）         0 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

R7 R10

   1 人に優しい駅前空間や広域ターミナル機能を強化することで、横浜駅周辺地域の相互波及を図るとともに、横浜駅に訪れた際に、楽しみ・ゆとりある待合が可能な広場空間の形成、人々が心地よく集い時間を費やすことができる憩いの空間の形成を創出

する。

横浜駅東口駅前広場で５分以上60分以内滞在する来街者数 27849人／日 人／日 30634人／日

   2 人に優しい駅前空間や広域ターミナル機能を強化することで、横浜駅周辺地域の相互波及を図るとともに、横浜駅に訪れた際に、楽しみ・ゆとりある待合が可能な広場空間の形成、人々が心地よく集い時間を費やすことができる憩いの空間の形成を創出

する。

横浜駅中央西口駅前広場で５分以上60分以内滞在する来街者数 50688人／日 人／日 62538人／日

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む － 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む －

1 案件番号： 0000716488



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 R08 R09 R10 R11 R12 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

都市再生整備計画事

業

A10-001 都市再生 一般 横浜市 直接 横浜市 － － 横浜駅周辺地区都市再生

整備計画事業

高質空間形成施設等　90.0ha 横浜市  ■  ■  ■         146 －

 小計         146

合計         146

1 案件番号： 0000716488



（参考様式３）市街地整備

計画の名称 横浜駅周辺地区都市再生整備計画事業

計画の期間 令和８年度　～　令和10年度　（３年間） 横浜市交付対象

○横浜駅中央西口駅前広場(滞在環境向上に向けた社会実験)

○関連事業（滞在環境整備事業）

南幸・パルナードエリア（滞在環境向上に向けた社会実験）

○関連事業（高質空間形成施設）

南幸・パルナードエリア(緑化施設等の設置)

ファニチャー・植栽の設置

○関連事業（高質空間形成施設）

親水空間(緑化施設等の設置)

：ファニチャー・植栽の設置

○関連事業（滞在環境整備事業）

親水空間(滞在環境向上に向けた社会実験)

○関連事業（高質空間形成施設）

きた西口～鶴屋町エリア(緑化施設等の設置)

ファニチャー・植栽の設置

○関連事業（高質空間形成施設）

横浜駅中央西口駅前広場(緑化施設等の設置)

ファニチャー・設備の設置

■基幹事業（地域生活基盤施設）

横浜駅東口第一駅前広場(広場)

■基幹事業（地域生活基盤施設）

横浜駅東口第二駅前広場(広場)

○関連事業（計画策定支援事業）

ウォーカブル方針策定検討（ガイドライン）

事業内容：各種ガイドライン策定

○関連事業（滞在環境整備事業）

きた西口～鶴屋町エリア(滞在環境向上に向けた社会実験)

■基幹事業（高質空間形成施設）

横浜駅中央西口駅前広場(緑化施設等)

電気トラフ・電気設備

○関連事業（滞在環境整備事業）

南幸・パルナードエリア(共同荷捌き施設整備による

歩行環境改善（ウォーカブル化）に向けた社会実験)

Ｎ

【凡 例】

都市再生整備計画区域

滞在快適性等向上区域

基幹事業

関連事業




